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第１章 中期経営計画とは 

 １．策定の背景 

箕面市社会福祉協議会（以下箕面市社協）は昭和４７年の法人化以来、地区福

祉会活動を中心にした地域福祉の取り組みに加え、学童保育から老人保健施設ま

でを運営する事業型社協として歩んできました。 

 これまで、市の行政改革や介護保険制度などの福祉制度改正といった箕面市社

協を取り巻く環境の変化に対応していくため、経営改革計画（平成１６年）、第１

期社協発展強化計画（平成２３年）、第 2期社協発展強化計画（平成２７年度）を

策定し、事業のスクラップ＆ビルドや経営体質の改善に取り組んできました。そ

の結果、地域福祉事業の強化や介護保険事業の収益アップや補助金の交付金化に

より一定収入は安定しましたが、コロナ後の介護サービスの収益悪化や物価高、

深刻な人手不足など厳しい経営状況となっており将来を見据えた財政基盤の強化

が急務となっています。 

  また、福祉を取り巻く環境は、急速に進む少子高齢化と人口減少、単身化など

を背景に、生活課題が複雑化しており、そうした社会情勢の変化に対応できる組

織となることが求められています。コロナ禍で広がった社会的孤立への対応など

社会福祉協議会が果たすべき役割は増しており、戦略的な経営ができる組織とな

るため本計画を策定しました。 

 

※全国社会福祉協議会（全社協）において第 2次市町村社協経営指針（R2.7）が

出され、社会情勢の変化に対応した組織経営を行うための経営計画の策定が打

ち出された。そのなかで、戦略をもった経営の実現を目指す観点から発展強化

計画から中期経営計画と名称が変更された。 
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 ２．計画の位置づけ・期間  

箕面市社協では、地域福祉の推進組織として地域住民、団体とともに取り組

む地域福祉の方向性を地域福祉活動計画としてまとめています。 

  中期経営計画は、地域福祉活動計画を推進する箕面市社協の組織・経営基盤

の強化を目的とした計画です。 

  計画の期間は令和 7年度からの 11年度までの 5年間としています。  

 なお、老人保健施設については、令和 2年度から経営体制を法人と分離し、独 

立運営としているため、今回の計画の対象からは外しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○計画期間：令和７年度～平成１１年度 

  

  

計画 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 

地域福祉計画 

（箕面市） 

       

地域福祉活動計画 

（社会福祉協議会） 

       

中期経営計画 

（社会福祉協議会） 

       

 

 

 

 

地域福祉活動計画 

（住民と進める地域福祉の指針） 

中期経営計画 

（社協の組織強化） 

年次の事業計画 

箕面市地域福祉計画 

（行政計画） 

第２期（R4～13）  

 

第３期（R4～8） 第４期（R9～13） 

R7～11 
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第２章 箕面市社協の使命、理念 

第 2期社協発展強化計画において掲げた社協の使命、理念を引継ぎます。 

 

【社協の使命】住民主体の理念に基づく地域の福祉課題解決 

       ～地域のつながり、見守り、支え合い～           

 

 

 

●住民主体の理念（社協基本要項 2025より） 

 社会福祉協議会のすべての活動・事業及び組織経営は、住民主体の理念にもと

づいて展開する。 

① 住民を中心におくこと 

② 住民ニーズを把握し、それに基づくこと 

③ 住民の自発的な取り組みを基礎とすること 

 

 

【箕面市社協の理念】 

（１） ニーズ把握と先駆性 

常に住民の声に耳を傾け、福祉ニーズを把握し、新たな福祉課題の解決に向けて、柔軟

性を持っていちはやく取り組みます。 

（２） その人らしく暮らせる支援 

個人の尊厳を大切にし、その人がその人らしく地域で暮らし続けられるように努めます。  

（３） 住民が主役  

住民の主体的な活動を通じて、人と人とがつながりを持ち、安心して暮らせる、ぬくも

りのある地域社会の実現に取り組みます。 

（４） 様々な団体、機関との協働 

地域福祉を推進するため、住民や様々な団体・関係機関等とよりよいネットワークを築

き、計画的・総合的に活動を進めます。  

（５） 福祉意識の醸成 

誰もが地域で支え合い、ともに暮らしていくために、住民の福祉課題に対する理解をよ

り深め、地域全体の福祉意識が高まるように、はたらきかけます。 
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第３章 現状と課題 

１．第２期発展強化計画の成果と課題 

   第２期計画では、強化ポイントとして、「Ⅰ 組織体制の基盤強化」、「Ⅱ こ 

れからの事業展開」、「Ⅲ 財政基盤の強化」を掲げ、３２項目の具体の取り組 

みを行いました。肥大化した事業の整理や地域福祉事業の重点化による体制

強化など一定達成できた項目はありますが、人材育成の仕組みや財政基盤の

強化に向けた取り組みは課題が残った状態です。 

 

第２期発展強化計画の主な項目と取り組み状況（Ｈ28～Ｒ2）※R3～6は空白期間 

強化 

ポイント 
項目 取り組み 達成状況 

Ⅰ組織体制

の基盤強化 

企画調整機能の強化 新規提案シートの導入 

経営会議での検討 
一部達成 

毎年の事業評価 半期ごとに実施 達成 

担当理事制と役員報酬の検討 
実費弁償を導入（R1） 

老健担当常務理事を設置 
一部達成 

管理職研修の実施 主査級対象の研修を毎月実施 達成 

人材育成計画の策定 未策定 未達成 

人事交流（管理職育成） 市との人事交流の再開（H30） 達成 

Ⅱこれから

の事業展開 

事業の整理 廃止事業 13、見直し事業 7 達成 

地域福祉事業の重点化 
地区担当職員の増員 

４名⇒７名（＋3名） 
達成 

新たな事業の検討 

新規事業 2 

・フードバンク（H28） 

・顔の見える総合相談モデル 

事業の受託（H30） 

一部達成 

広報戦略の確立 
プロジェクトチームでの検討 

ガイドラインの作成（R1） 
一部達成 

Ⅲ財政基盤

の強化 

新たな自主財源の検討 
基金運用の見直し 

定期預金⇒債券運用へ 
一部達成 

介護サービス事業の法人への

繰入金目標額の設定 
毎年設定 達成 

補助金・委託料の協議 

（市・府社協） 

市補助金の交付金化（H29） 

10年間算定ルールを固定 
一部達成 
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２．現状分析と経営課題について 

 全国社会福祉協議会が令和 5年 3月に発行した「市区町村社協力経営指針に基

づくチェックリスト」による現状分析及び部門ごとの経営課題の検討を行いまし

た。地域福祉活動の推進や相談支援については、ささえあいステーションや生活

相談窓口の取り組みにより一定進んでおり強みとして出されましたが、職員の確

保、育成、部門間連携については課題も多く、箕面社協の弱みとの結果となりま

した。部門ごとの経営課題のなかでも、人材育成・確保については、全ての部門

で出されており大きな課題となっています。 

 

●全社協経営指針チェックリストに基づく現状分析 

 

●各部門の経営課題 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６ 
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第 4章 ３つの強化ポイントと今後の取り組み 

 経営課題を踏まえた強化ポイントを「人材確保と育成」「事業・組織の強化」「財

政基盤の安定強化」の３つに整理し、今後の具体の取り組みと目標をまとめまし

た。 

強化ポイントⅠ 人材確保と育成 

 深刻化する人材不足に対応した待遇改善や仕事の魅力発信による人材確保及び

高度化する役割に対応できる人材を育成します。 

 

（１）採用競争力の向上 

【現状の課題】 

・応募者の減少 人材争奪戦のなか他社との違いが発信できていない 

・賃金相場の上昇への対応 見劣りしない条件への見直し 

 近隣他市の社協との初任給差の拡大（最大 3万円） 

 

 

【今後の取り組み】 

実施項目 R7 R8 R9 R10 R11 目標 担当部署 

① 賃上げに

対応した

待遇改善 

初任給増と 

ベースアッ

プ 

 見直

し 

 見直

し 

同業他社との

差の解消 総務課 

②経験加算の 

見直し 

実態調査 

(職種単位) 

見直し  見直し  差の解消 
総務課 

③仕事の魅力 

発信による 

採用広報の 

強化 

事業担当か

ら広報統括

担当による

採用広報へ 

 

採用ページ

への見直し 

 

 

SNS の

効果的

な活用 

 

定期 

更新 

   職種ごとの 

魅力の発信 

（毎年更新） 

 

欠員期間の 

解消 

総務課 

広報プロジ

ェクト 
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（２）計画採用の実施と定着支援 

【現状の課題】 

・将来を見据えた計画的な採用を行えてこなかったため、年齢構成に偏りがある。 

 20～35歳以下の人数が 1名（２％）、40代以上が 8割を超えている。 

・採用した若手職員（20～30代）の離職。 

・応募者の減少に伴う採用時のミスマッチ。 

 

●年齢分布 40歳以上 83％、平均年齢 47.7歳  

 

●入退職の状況（R2～5） 1年以内の離職者 6名 

 

【今後の取り組み】 

実施項目 R7 R8 R9 R10 R11 目標 担当部署 

① 育成年代

の計画的

な採用 

2名  2名  2名 

20～35歳を 

1割（6名） 
総務課 

累計 3名 - 4名 - 6名 

② 新人への

フォロー

指導体制

の充実 

エルダ

ー及び 

OJT担当

の設置 

 

運用 

 

検証 

 

見直

し 

 

運用 採用１年以内

の離職者ゼロ 
総務課 

定年延長のため期間中の定年は 1名のみ 

【退職理由】 

・家庭の事情 

・ミスマッチ 

・病気 など 

 分析が必要 
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（３）高度化する役割に対応できる育成体制 

  地域共生社会の実現に向け地域福祉の施策が様々な分野で展開されています。 

 社協には、これまでの福祉分野に留まらない、様々な関係団体との協働が求め 

られており、そうした団体間での協働を推進できる職員の育成が急務となって 

います。求められる役割が増す一方で、この 5年以内に雇った職員が半数とな 

っており、育成の仕組みと学び続けるための環境づくりが必要となっています。 

 

【現状の課題】 

・社協職員としての意識づくり 社協の理念や機能を共有できていない 

・育成の基盤である日々の OJT体制が弱い。個人の力量任せ 

・社協の強みであるコミュニティワーク、コミュニティソーシャルワーク実践を 

学ぶ場がない（専門性の確立） 

・学び続けるための環境づくり（自己研鑽・自己学習） 

 

●在職期間（常勤・特定業務担当） 

 

 

 

 

 

 

 

 

【今後の取り組み】 

実施項目 R7 R8 R9 R10 R11 目標 担当部署 

① 理念や機能を

伝える機会の

確保 

 

社協基本

要項概要

版の作

成・活用 

 

活用 

   

基本要項の

共通理解 
総務課 

【成長のサイクル】 

①気づく    成長の気づきを与える仕組み 

②やろうと思う 動機づける仕組み 

③学ぶ     外部研修、自己学習 

④実践する   育つ機会と場の提供（任せる） 

新任研修・全体職員研修など 

【OJTとは】 

OJT（オン・ザ・ジョブトレーニ

ング）は、実際の業務実践を通じ

て行う教育訓練。 
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② 日々の OJT体

制の強化 

OJT 担当

の設置 

 
見直し  見直し 

OJT指導体

制の確立 
総務課 

③ キャリアに応

じた研修の体

系化 

階層別の

受講計画

の作成 

  

見直し 

  

見直し 

キャリア 

パスの作成 総務課 

④ コミュニティ

ワーク、コミュ

ニティソーシ

ャルワークを

学ぶ場づくり 

日々の

OJTと連

動した研

修の実施 

  

実践の

振り返

り 

  

育成 

方法の

確立 

地区担当職

員の育成方

法の確立 

地域福祉推

進課 

相談支援課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■社協職員に必要な力 

①困りごとに気づく力（ニーズ把握） 

②伝える力（分析・提案・ソーシャルアクション） 

③住民・関係団体と協働する力 

④学び続ける力 

           （職員ワークシート意見より） 
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（４）総合的な人事管理・育成システムの構築 

 

【現状の課題】 

・人事制度は一定整備されたが、連動した仕組みになっていない。 

・歪な年齢構成のため、キャリアパスが見えにくい。 

・計画的なジョブローテーションができていない。人材の固定化、退職に伴う場 

当たり的な異動となっている。 

・管理職育成の取り組みが未確立。 

 

【今後の取り組み】 

実施項目 R7 R8 R9 R10 R11 目標 担当部署 

総合的な人事

システムの構

築 

配置、人

材活用に

おける課

題の検討 

 制度

の見

直し 

 連動し

た人事

システ

ム 

採用・配置、能

力開発・評価

の連動 
総務課 

 

●人事制度の全体像と検討課題 
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強化ポイントⅡ 事業・組織の強化 

（１） 共感を生み、関心を高める広報力の強化 

【現状の課題】 

・お知らせ的な内容が多く、活動への関心を高める内容になっていない。 

・法人全体を統括する広報部門がなく、統一感を持った発信ができていない。 

・SNS（X、LINE）は導入しているが、ターゲットを絞っての発信ができていない。 

・広報の評価指標がない。 

【今後の取り組み】 

実施項目 R7 R8 R9 R10 R11 目標 担当部署 

①問題提起型 

の発信 

社協だよ

り・ブログ

での発信 

 

HP月間 

ユーザー 

2,500人 

  

 

 

 

 

 

3,500 

  

 

 

 

 

 

5,000人 

・全部門から 

の継続発信 

 

 

・HPユーザー 

数の倍増 

広報プロジ

ェクト 

②広報担当 

部門の確立 

統括担当

の設置 

 

統一コン

セプトの

作成 

    ・広報統括業 

務の確立 

 

統一コンセ 

プトによる 

発信力強化 

広報プロジ

ェクト 

③ターゲット 

に応じた媒 

体の活用 

 

SNSの指

針作成と

効果的な

活用 

    ・分析に基づ 

いた情報発 

信 

広報プロジ

ェクト 

 

■広報媒体 

 ・社協だより（年 3回）   全戸配布 

 ・ホームページ、ブログ   ブログ 週 1回更新    

 ・SNS  X（旧ツイッター） フォロワー 1,712人（R6.12月末現在） 

       LINE（R6～）       お友達数   113人（R6.12月末現在） 

      YouTube      特定の動画のみ 定期配信なし  

・プレスリリース PRタイム導入（R6） 

継続発信 

統一コンセプトによる発信 
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（２） 総合力を発揮できる部署間連携 

【現状の課題】 

・関連する情報の共有が十分にできていない。 

・連携の取り組みが個人の意識だのみで継続しない。 

・社協内の介護・相談事業が把握している地域課題を共有する機会がない。 

 

【今後の取り組み】 

実施項目 R7 R8 R9 R10 R11 目標 担当部署 

① 把握した

課題の集

約・分析 

DX等での

仕組み化 

の検討 

導入 
分析 

提案 

  課題共有から

新たな取り組

みへの展開 

DXプロジェ

クト 

 

②他部署の業 

務の把握、 

理解 

 

社協内 

インター

ンの試行

実施 

本格

実施 

見直

し 

  共同実践への

展開 
総務課 

 

（３） 地域課題に対応した新規事業 

 既存事業の中から吸い上げられた地域課題をもとに、新たなニーズに対応した

取り組みや事業の立ち上げを検討します。 

 

【現状の課題】 

・事業化を組織として検討する場がない。 

 各部署からの予算時の事業提案のみ（新規提案シート） 

・権利擁護に関する取り組みが箕面市は遅れている。 

 

【今後の取り組み】課題共有、事業化の検討 

４月 地域福祉活動推進委員会で出された課題を共有する事務局会議の開催 

10月 新たな取り組みの検討会議（新規提案の内容についての意見交換） 

   ⇒ 次年度からの新たな取り組みや社協内共同実践へ 

実施項目 R7 R8 R9 R10 R11 目標 担当部署 

①課題共有、

事業化を検 

討する場の 

設置 

年 2回 

検討事項

の整理 

調査活動 

  

 

  地域課題に

対応した新

たな取り組

みの実施 

総務課 

 

※内容により 

プロジェクト化 

 

 

 

日常生活自立支援事業の見直し

に向けた権利擁護事業の強化 

新たな取り組み 

必要に応じて調査・

研究活動を実施 



 

 

14 

 

【DX（デジタルトランスフォーメーション）とは？】 

企業がデジタル技術を活用して業務プロセスの改善だけでなく、ビジネスモデルその

ものを変革する取り組み 

（４） 業務変革、改善による効率的な組織運営 

  グループウェアや新勤怠システムの導入など業務にかかるシステム化は、一 

定進んだが、システム未対応の事業も多く、集計やチェックなどの単純作業や 

事業間連携に多くの時間をとられている状況です。 

深刻化する人材不足のなか DXの推進を図り、人材の有効活用を図ります。 

 

 

 

 

【現状の課題】 

・非効率な業務の見直しが進んでいない 

・ＤＸ、ＡＩなど進化する変化に対応しきれていない 

・その人しかわからない属人化している業務が多い。マニュアルの未整備 

【今後の取り組み】 

実施項目 R7 R8 R9 R10 R11 目標 担当部署 

①ＤＸプロジ 

ェクトによ 

る業務変革 

検討 
システ

ム導入 

運用 

検証 

  会議や時間外

の減少による

生産性の向上 

DXプロジ

ェクト 

② システム

未対応事

業へのシ

ステム化 

貸付 

ふれあい 

ホームサ

ービス 

その他 

事業 

業務の

デジタ

ル化 

  

システム未対

応事業ゼロ 

DXプロジ

ェクト 

 

（５） 法令順守の徹底 

【現状の課題】 

・法改正への対応が計画的にできていない。 

・担当者任せて管理体制が弱い。 

【今後の取り組み】 

実施項目 R7 R8 R9 R10 R11 目標 担当部署 

①管理体制の 

強化 

管理部門

の担当制

の強化 

定例

業務

化 

   チェック機能

が働く体制づ

くり 

総務課 

②内部監査の 

継続実施 

 

全部署で

の実施 

    他部署の監査

を通じての意

識の醸成 

総務課 
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強化ポイントⅢ 財務基盤の安定強化 

  本会の財源は、大きく分けて箕面市からの補助金（交付金）・受託金と介護サ 

ービス収入や寄付などの自主事業の 2種類に分類され、補助金や受託金だけで 

は不足する運営経費を介護サービス事業の収益でまかなってきました。 

ただ、これまで多くの収益を出してきた介護サービス事業が人材不足により 

大幅減収となり、令和 5年度は赤字決算に陥るなど安定経営のための立て直し 

が必要となっています。今後の更なる経営環境の変化を視野に入れ、持続可能 

な財政運営を目指し、経営基盤の強化を図ります。 

 

●収支状況の推移（社会福祉事業） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和5年度は、介護サービスの収益減もあり、923万円の赤字決算となった。黒字化を達成するには、減

価償却費も含めた目標設定が必要だができていなかった。健全経営として、まずは経常増減差額のプラス

を目指す。財源について、5 年間で障害サービス収入が 2 割減り、受託金収入は 1.6 倍に増えたため、自

己収益比率は５割となっている。 
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（１）介護サービス事業の収益改善 

 

【現状の課題】 

・在宅介護サービス事業の収益悪化 

（要因） 

〇ヘルパーステーション   

複数人のベテラン職員の退職、病気・ケガ 

   ⇒派遣が困難となり、新規受入の停止、既存の利用者を他事業所へ移管 

  臨時職員での人材確保は難しく、正規職員での欠員補充 ⇒ 収益減 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【在宅サービスから本部事業への繰入金額】 

（千円） 

 
※令和 5年度 ヘルパー事業（介護保険）は赤字のため繰入なし 

 

居宅/ヘルパー /デイ 

居宅/ヘルパー /デイ 

（千円） 

居宅/ヘルパー /デイ 

居宅/ヘルパー /デイ 居宅/ヘルパー /デイ 
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【今後の取り組み】 

実施項目 R7 R8 R9 R10 R11 目標 担当部署 

ヘルパーステ

ーションの再

建プランの推

進 

再建プラ

ンの推進 

赤字

解消 

繰入 

600

万円 

 

 繰入 

800 

万円 

・2年での 

 赤字解消 

・適正人員の 

配置 

在宅支援課 

経営環境の変

化に合わせた

新たな指標の

設定 

(物価高・人不

足・賃上げ) 

 

在宅部門

全体での

繰入額 

800万円 

 

1人あたり

収益の増 

  

 

1100

万円 

  

 

1300 

万円 

 

繰入額 

【在宅部門】 

1300万円 在宅支援課 

 

 

（２）公費確保のルールづくり、新たな財源の確保 

【現状の課題】 

・物価高、賃金上昇を踏まえた交付金、委託料算定となっていない 

・管理職人件費や間接経費の有無が事業によって差がある状況 

・協力金（社協会員）、共同募金の減少 

 

【今後の取り組み】 

実施項目 R7 R8 R9 R10 R11 目標 担当部署 

社会情勢を 

反映した交付

金・委託料の

算定 

市交付金

見直し協

議の開始 

 

確定 

新基

準開

始 

 

変動制 

 賃金上昇等に

対応したルー

ルづくり 
経営会議 

新たな寄附者

の開拓 

（遺贈・オン

ライン寄付） 

 

広報強化 

 

 

 

遺贈

１件 

 

 

 

遺贈

１件 

 

 

 

遺贈 

１件 

 

 

 

遺贈

１件 

寄附の前年比

1割増 

 

遺贈の開拓 

年間 1件 

総務課 
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（３）保有財産の有効活用 

 【現状の課題】 

 ・保有財産を有効活用できていない（基金、善意銀行、繰越金） 

 

●基金及び積立金の現状 

  現在、２つの基金と４つの積立金を設置し、基金については債券運用による 

運用益を各種事業に充当しています 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

【今後の取り組み】 

実施項目 R7 R8 R9 R10 R11 目標 担当部署 

遺贈寄付を活用

した新たな基金

の設置・運用 

経営課題

解決への

活用 

  

見直

し 

  

新ルール 

の策定 

経営課題の

解決や新た

な取り組み

への投資 

経営会議 

善意銀行の払出

メニューの拡大

※地域課題への 

対応 

検討 
新メニュー

① 
検討 

新メニュ

ー② 

年間寄附額

を上回る払

出の継続 
総務課 

積立金の目標額

の設定 

積立ルー

ルの整理 

・見直し 

    ルールに基

づく計画的

な積立 

総務課 

  

計画的な積立 
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（４）効率化・適正化による支出の抑制 

【現状の課題】 

・システム化による業務削減が進んでいない。 

・財源（交付金・委託料）にあった人員配置になっていない。 

 

【今後の取り組み】 

実施項目 R7 R8 R9 R10 R11 目標 担当部署 

DXやシステム

化の推進によ

る人件費の削

減 

プロジェ

クトの設

置・検討 

導入 運用 検証 見直し 

業務の効率化

による時間外

勤務の減少 

DXプロジェ

クト 

人員の適正化

による人件費

の抑制 

 

適正人員

の設定 

シス

テム

導入 

検証 
見直

し 
検証 

収入に合わせ

た適正人員の

設定 
総務課 

 

（５）中期財政シミュレーション 

 

【現状の課題】 

・昇給や賃上げを想定した中長期的な試算がない。最低賃金の急激な上昇 

・法人運営部門や介護事業の適正規模を踏まえた収支目標の設定 

 

●昇給等にかかる人件費（定年等に伴う人件費変更含む） 

 

 

 

 

●待遇改善  

 

 

 

 

 

 

 



 

 

20 

 

●シミュレーション 

 待遇改善及び今後の昇給等を反映した上で黒字決算になるために必要な数値の

試算を行った。 

 現行の職員体制を維持する場合、5 年間で、令和 9 年度の市交付金の算定見直

しでの収入増、後半の介護事業の収益改善（R7予算比 介護サービス収入＋6％、

障害サービス収入＋2％）の達成が必要との結果となった。 

 今後の更なる賃上げや介護制度の見直しなど社会環境の変化により、より高い

目標値が求められため、効率化による経費削減や新たな財源確保の取り組みが必

要である。 

 

 

 

 

【今後の取り組み】 

実施項目 R7 R8 R9 R10 R11 目標 担当部署 

収支再建に向

けた改善目標

の設定 

 
体制に応じた 

目標設定 

改善策の推進 

介護 

部門の

黒字化 

 

交付金

対象事

業の赤

字解消 

 

収益

改善 

経常増

減差額

の黒字

化 

昇給・賃金上

昇を踏まえた

収益目標の設

定 
総務課 
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第５章 計画の推進にむけて 

 

進捗管理、評価の仕組み 

（１）経営会議での進捗管理 

   新たな進捗管理の委員会等は設置せず、毎月開催している経営会議の場に 

おいて、計画の進捗管理を行い半期ごとにその結果を理事会へ報告します。 

   各部署が事業経営に責任を持つ運営体制を図ります。 

 

（２）横断的な項目へのプロジェクトチームの設置 

   部署をまたがる横断的な内容については、プロジェクトチームを設置し、 

課題解決に向けた取り組みを推進します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）法人運営部門（総務課）の体制強化 

   着実な進行管理を行う上で、計画項目の大半を担当する法人運営部門（総

務課）の体制強化は不可欠です。適正人数の配置を図ります。 

 

●法人運営部門（総務課）の人員体制の推移 

 

経営会議による進捗管理とプロジェクトによる推進 

法人運営部門の 

体制強化 

横断的な 

テーマ 
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【参考資料】 

●財務分析計算シート（社会福祉事業） 

 

令和30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

192,418,548 165,576,788 181,171,833 188,559,432 177,791,186 200,646,025

127,300,071 96,869,887 86,463,311 100,837,905 103,859,529 136,240,304

792,176,898 817,941,406 836,267,626 835,055,381 842,117,199 818,757,100

75,182,661 62,887,424 76,493,542 86,937,352 65,766,384 67,060,496

109,592,637 103,627,365 200,763,705 125,246,450 133,581,176 141,294,272

799,820,148 817,003,405 816,675,754 811,431,011 820,560,825 811,048,357

会費収入 13,288,500 12,991,000 11,919,500 11,838,000 11,650,500 11,376,000

寄附金収入 3,165,914 1,075,859 2,274,525 828,280 601,797 1,329,696

経常経費補助金収入 95,426,387 83,917,521 97,308,119 108,373,841 96,568,753 92,137,526

受託金収入 89,883,700 98,385,498 133,035,620 135,405,821 146,243,066 164,139,807

貸付事業収益

事業収益 6,885,265 7,512,195 3,794,328 3,850,891 4,011,051 4,340,027

介護保険事業収益 168,268,436 174,444,802 159,851,674 167,793,113 193,669,697 175,717,046

老人福祉事業収益

障害福祉サービス事業収益 65,116,919 69,014,303 67,748,991 65,892,883 63,474,309 52,957,226

退職共済事業収益

その他の収益 3,350,322 261,440 0 0 0 0

サービス活動収益計（１） 445,385,443 447,602,618 486,998,479 483,047,107 516,273,421 502,536,440

人件費 353,608,392 341,132,523 372,352,303 392,733,711 410,429,819 406,911,932

事業費 24,653,431 24,326,580 34,497,190 32,906,772 30,719,658 29,080,196

事務費 37,812,229 35,512,232 40,523,809 41,951,584 42,494,768 43,935,285

分担金費用

助成金費用 33,612,127 32,988,672 31,763,540 30,864,974 32,180,785 33,833,862

負担金費用

基金組入額

減価償却費 5,012,380 5,839,491 7,820,452 7,441,478 7,602,069 7,177,049

国庫補助金等特別積立金取崩額 -350,700 -620,229 -582,083 -294,032 -422,032 -280,505

徴収不能額 6,500

その他費用 22,940 298,750 232,780 338,365 636,403 411,930

サービス活動費用計（２） 454,390,191 439,492,411 486,607,991 505,942,852 523,641,470 521,240,582

サービス活動増減差額（３）＝（１）ー（２） -9,004,748 8,110,207 390,488 -22,895,745 -7,368,049 -18,704,142

収益 サービス活動外収益計（４） 7,019,395 6,584,005 11,627,884 10,958,888 10,354,302 9,975,424

費用 サービス活動外費用計（５） 0 0 0 479,050 458,400 458,400

7,019,395 6,584,005 11,627,884 10,479,838 9,895,902 9,517,024

-1,985,353 14,694,212 12,018,372 -12,415,907 2,527,853 -9,187,118

収益 特別収益計（８） 9,494,000 15,075,512 9,989,591 19,166,040 7,024,000 28,034,368

費用 特別費用計（９） 12,479,685 13,142,369 21,753,531 11,700,844 1,024,007 28,079,213

-2,985,685 1,933,143 -11,763,940 7,465,196 5,999,993 -44,845

-4,971,038 16,627,356 254,432 -4,950,711 8,527,846 -9,231,963

前期繰越活動増減差額（１２） 121,838,478 117,008,551 118,870,902 106,694,508 104,524,609 111,949,972

当期末繰越活動増減差額（１３） 116,867,440 133,635,907 119,125,334 101,743,797 113,052,455 102,718,009

基本金取崩額（１４）

基金取崩額（１５） 10,000 100,010,000 10,000 10,000 10,000 10,000

その他の積立金取崩額（１６） 141,500 10,059,002 1,636,256 3,833,605 2,840,412 31,149,482

その他の積立金積立額（１７） 10,389 34,834,007 1,062,193 14,077,082 3,952,895 2,033,768

次期繰越活動収支差額（１８） 117,008,551 118,870,902 106,694,508 104,524,609 111,949,972 131,843,723

117 118 117 134 128 119

サービス活動増減差額率（%） -2.02% 1.81% 0.08% -4.74% -1.43% -3.72%

経常増減差額率(%) -0.45% 3.28% 2.47% -2.57% 0.49% -1.83%

職員1人あたりサービス活動収益 3,806,713 3,793,243 4,162,380 3,604,829 4,033,386 4,222,995

短期安定性 流動比率(%) 255.9% 263.3% 236.8% 216.9% 270.3% 299.2%

長期持続性 固定長期適合率(％) 87.1% 88.8% 82.2% 89.2% 88.3% 86.0%

資金繰り 現預金回転期間（カ月） 3 3 2 3 2 3

人件費比率 79% 76% 76% 81% 79% 81%

事業費比率 6% 5% 7% 7% 6% 6%

事務費率 8% 8% 8% 9% 8% 9%

減価償却率 1% 1% 2% 2% 1% 1%

自己収益比率 58% 59% 53% 50% 53% 49%

職員数(社福)   正規・非正規総数

費用

決算数値

当期活動増減差額（１１）

繰越活動

増減差額

の部

安全性・

持続性

財

務

指

標

収益性

経営自立性

サ

ー

ビ

ス

活

動

増

減

の

部

サービス

活動外増

減の部 活動外増減差額（６）＝（４）ー（５）

経常増減差額（７）

特別増減

の部

流動資産

合理性

現金預金

純資産の部合計

固定負債

固定資産

財務分析の計算結果

特別増減差額（１０）

費用

社

会

福

祉

事

業

活

動

計

算

書

流動負債

貸

借

対

照

表

収益
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・社協経営の財務指標（全社協 市区町村社協中期経営策定の手引きより） 

観点 指標名 解説 

収益性 

サービス活動増減 

差額率（％） 

法人の主とする事業での収益性を示

す。 

経常増減差額率（％） 

特別な要因を除く法人の経常的な活

動による収益性を示す。マイナスが継

続する場合、将来的な経営の安定性を

損なう可能性がある。 

安全性 

・継続性 

短期安定性 流動比率（％） 

短期支払義務に対する支払能力を示

す。200％以上が望ましい。 

100％を下回る場合は短期安定性を欠

いている。 

長期継続性 固定長期適合率（％） 

固定資産の整備に関する資金調達の

バランスを示す。 

値が低いほど、長期持続性が高い。

100％以下であることが目安。 

資金繰り 現預金回転期間（月） 

値が大きいほど手許現金預金に余裕

がある。賞与の支払等も考慮すると 

2カ月以上が望ましい。 

合理性 費用 

人件費比率（％） 

サービス活動収益に対する人件費の

割合を示す。安定的な経営のためには

値を一定水準以下に抑える必要があ

る。本事業が高い水準で収益が悪化し

ている場合は、過剰人員となっている

可能性がある。 

事業費比率（％） 

サービス活動収益に対する住民への

福祉サービスの提供に直接要する経

費の割合を示す。 

事務費比率（％） 

法人の運営に要する一般管理費的な

経費の割合を示す。 

外部委託や賃借の状況、修繕費負担の

大きさ等に影響を受ける。 

経営自立性 自己収益比率（％） 

補助金や受託金に依存せずに経営し

ているかを示す。 

値が高いほど経営自立性が高い。 
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●中期財政シミュレーション（～R11） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（変更点） 

【収入】 

 ・寄付金      毎年 1割増 

 ・補助金収入    交付金 R9より待遇改善分を増額 

・受託金収入    昇給分を委託料上乗せ 

・介護保険収入   5年後 ＋６％、障害福祉サービス 5年後 ＋2％ 

【費用】 

 ・人件費 昇給分 5年間分上乗せ、待遇改善（R7） 

 

 

令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度

会費収入 11,376,000 10,200,000 10,200,000 10,200,000 10,200,000 10,200,000 10,200,000

分担金収入 539,112 6,000,000 3,000,000 3,000,000 3,000,000 3,000,000 3,000,000

寄附金収入 1,329,696 1,100,000 1,210,000 1,331,000 1,464,100 1,610,510 1,771,561

経常経費補助金収入 92,137,526 93,832,571 96,684,000 97,489,000 101,989,000 101,989,000 102,094,000

受託金収入 164,139,807 161,100,000 180,595,000 182,019,000 181,313,000 182,687,000 184,397,000

事業収益 4,340,027 4,425,000 4,440,000 4,440,000 4,440,000 4,440,000 4,440,000

介護保険事業収益 175,717,046 155,000,000 178,408,000 183,760,240 183,760,240 189,273,047 189,273,047

障害福祉サービス事業収益 52,957,226 44,145,061 54,830,000 54,830,000 55,378,300 55,378,300 55,932,083

サービス活動収益計（１） 502,536,440 475,802,632 529,367,000 537,069,240 541,544,640 548,577,857 551,107,691

人件費 406,911,932 386,000,000 435,759,000 439,259,000 436,009,000 438,759,000 440,259,000

事業費 29,080,196 30,000,000 32,995,000 32,995,000 32,995,000 32,995,000 32,995,000

事務費 43,935,285 45,201,000 51,046,000 53,336,000 51,046,000 51,046,000 51,046,000

助成金費用 33,833,862 33,269,000 33,755,000 33,755,000 33,755,000 33,755,000 33,755,000

減価償却費 7,177,049 5,000,000 3,750,000 5,000,000 7,000,000 5,000,000 3,500,000

国庫補助金等特別積立金取崩額 -280,505 -280,505 -280,505 -25,600 -12,800 0 0

徴収不能額 6,500

その他費用 411,930 281,090 0 0 0 0 0

サービス活動費用計（２） 521,240,582 499,470,585 557,024,495 564,319,400 560,792,200 561,555,000 561,555,000

サービス活動増減差額（３）＝（１）ー（２） -18,704,142 -23,667,953 -27,657,495 -27,250,160 -19,247,560 -12,977,143 -10,447,309

収益 サービス活動外収益計（４） 9,975,424 9,975,424 10,700,000 10,700,000 10,700,000 10,700,000 10,700,000

費用 サービス活動外費用計（５） 458,400 458,400 0

9,517,024 9,517,024 10,700,000 10,700,000 10,700,000 10,700,000 10,700,000

-9,187,118 -14,150,929 -16,957,495 -16,550,160 -8,547,560 -2,277,143 252,691

収益 特別収益計（８） 28,034,368

費用 特別費用計（９） 28,079,213

-44,845 0 0 0 0 0 0

-9,231,963 -14,150,929 -16,957,495 -16,550,160 -8,547,560 -2,277,143 252,691

前期繰越活動増減差額（１２） 111,949,972 131,843,723 116,827,794 117,162,299 118,872,139 120,234,579 123,367,436

当期末繰越活動増減差額（１３） 102,718,009 117,692,794 99,870,299 100,612,139 110,324,579 117,957,436 123,620,127

基本金取崩額（１４）

基金取崩額（１５） 10,000 10,000 11,860,000 14,860,000 6,510,000 2,010,000 2,010,000

その他の積立金取崩額（１６） 31,149,482 2,125,000 5,432,000 3,400,000 3,400,000 3,400,000 3,400,000

その他の積立金積立額（１７） 2,033,768 3,000,000

次期繰越活動収支差額（１８） 131,843,723 116,827,794 117,162,299 118,872,139 120,234,579 123,367,436 129,030,127

119 113 111 111 111 111 111

サービス活動増減差額率（%） -3.72% -4.97% -5.22% -5.07% -3.55% -2.37% -1.90%

経常増減差額率(%) -1.83% -2.97% -3.20% -3.08% -1.58% -0.42% 0.05%

職員1人あたりサービス活動収益 4,222,995 4,210,643 4,769,072 4,838,462 4,878,781 4,942,143 4,964,934

人件費比率 81% 81% 82% 82% 81% 80% 80%

事業費比率 6% 6% 6% 6% 6% 6% 6%

事務費率 9% 9% 10% 10% 9% 9% 9%

減価償却率 1% 1% 1% 1% 1% 1% 1%

自己収益比率 49% 46% 48% 48% 48% 48% 48%

財務分析の計算結果

繰越活動

増減差額

の部

職員数(社福)   正規・非正規総数

財

務

指

標

収益性

合理性 費用

経営自立性

社

会

福

祉

事

業

活

動

計

算

書

サ

ー

ビ

ス

活

動

増

減

の

部

収益

費用

サービス

活動外増

減の部 活動外増減差額（６）＝（４）ー（５）

経常増減差額（７）

特別増減

の部
特別増減差額（１０）

当期活動増減差額（１１）

決算数値


